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研究要旨 

 本研究では、神奈川県および愛知県の健診・医療・介護レセプトデータを統合した

一体的データーベース（JIHPOP）を活用し、主に本質問票を基にしたハイリスク傾向

の事業対象者の選定基準（フレイル傾向、身体的フレイル、口腔機能低下、低栄養、

フレイルの社会的側面）の妥当性を検証した。具体的には、要介護認定や医療費・介

護費との関連性を明らかにするため、以下の2点について検討を行った。 

①①  後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票おおよよびびKKDDBB活活用用支支援援ツツーールルのの予予測測妥妥当当性性のの検検証証  

令和2～4年度の神奈川県、愛知県のJIHPOPデータのうち、質問票未回答者および後

期高齢者資格喪失者、健診受診時点で要介護認定者を除いた629,455名（測定

1,256,250回）を対象とし、質問票によるフレイル傾向の評価と医療費・介護費との関

連性を検討した。その結果、質問票から推定されたフレイル傾向は、より高額な医

療・介護費と関連していることが示された。さらに、要介護新規認定および介護給付

費の増額とも関連が認められた。また、KDB活用支援ツールにより抽出された身体的フ

レイル、口腔機能低下、低栄養の併存が要介護新規認定の高いハザード比と関連して

いた。同様に、身体的フレイルと慢性疾患重症化予防対象の併存や、フレイルの社会

的側面併存するほど、要介護新規認定との関連が強まることが明らかとなった。 

②②  一一体体的的実実施施事事業業のの有有用用性性のの検検証証（（自自治治体体のの一一体体的的実実施施報報告告書書のの総総得得点点ととフフレレイイルル傾傾

向向、、支支援援ツツーールルにによよるる事事業業対対象象者者割割合合ととのの関関連連））  

実績報告書に基づき、実施体制、ハイリスクアプローチの有無、ポピュレーションア

プローチの有無など、各自治体のプロセス・ストラクチャーを評価するための指標（ス

トラクチャーシート）を本研究班で開発した。本研究では、ストラクチャーシートの総

得点による3群と、質問票で評価したフレイル傾向との関連性を検討した。その結果、

一体的実施に取り組んで来なかった自治体では、フレイル傾向が有意に高いことが示さ

れた。一方で、要介護新規認定率については、ストラクチャーシートの得点が高く一体

的実施に積極的に取り組んでいる自治体のほうがむしろ高いことが明らかとなった。 

ままととめめ  

本質問票を用いて評価したフレイル傾向や一体的実施の事業対象者は、高い介護新

規認定リスクや介護給付費の増額と関連していた。また、一体的実施に取り組む自治

体では、フレイル傾向の該当者が有意に増加しにくい傾向にあったが、ストラクチャ

ーシートの総得点が高い自治体ではむしろ要介護新規認定率が高いことが示された。

以上より、一体的実施に取り組んでいるような自治体では積極的な事業実施により、

フレイルの早期発見・予防が促進され、課題を抱える高齢者を早期に特定し、適切な

支援につなげている可能性が示唆された。 
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Ａ．研究目的 

令和2年度より高齢者の保健事業と介護

予防の一体的実施推進が実施され、その中

において後期高齢者の15問質問票が健康診

断や地域医療現場、介護予防事業現場等と

幅広いフィールドで活用されている。この

後期高齢者の質問票は従来、特定健診に用

いられてきた質問票と比較すると、より高

齢者の生活機能に即した内容で構成されて

おり、高齢者の保健事業と介護予防事業の

橋渡しとして有用である可能性が期待で

きる。 

今回、２つの広域連合（神奈川県・愛知

県）より提供を受けた一体的データーベー

ス（JIHPOP）を活用し、フレイルの観点か

ら後期高齢者の質問票やKDB活用支援ツー

ルから選定されたフレイル傾向の有無、身

体的フレイル、口腔機能低下、低栄養、フ

レイルの社会的側面と介護認定・医療費・

介護費等への妥当性や有効性の検証を行っ

た。 

 さらに、本研究班で開発した実績報告書

に基づく各自治体の一体的実施実施状況の

プロセス・ストラクチャーを評価するため

の指標（ストラクチャーシート）の有用性

を検証するため、本研究では、ストラクチ

ャーシートの総得点による4群と、質問票で

評価したフレイル傾向との関連性を検討し

た。 

 

ＢＢ．．研研究究方方法法  

１.質問票の妥当性の検証（JIHPOPのおける

フレイル傾向と介護給付費との関連） 

 

対象は令和2～4年度の神奈川県、愛知県

のJIHPOPデータのうち、質問票未回答者お

よび後期高齢者資格喪失者、健診受診時点

で要介護認定者を除いた629,455名（測定

1,256,250回）である。アウトカムは介護給

付費、医療費とした。フレイル状態は15問

中2～3点をプレフレイル、4～6点をフレイ

ル、7点以上を重度フレイル群とした。年齢、

性別、ody mass index、チャールソン併存

疾患指数を調整変数とし、一般化線形混合

モデル（負の二項分布・反復測定）を用い

て推定平均費用（増額）、調整コスト比を

算出した。 

 

２.質問票の妥当性の検証（身体的フレイル

と低栄養・口腔機能低下・慢性疾患重症化

予防対象・フレイルの社会的側面と要介護

新規認定の関連） 

 

対象は１と同様である。KDB活用支援ツー

ルから抽出された身体的フレイルと低栄

養・口腔機能低下およびこれらの併存状況

を介護認定、医療費・介護費との関連を検

討した。さらに、身体的フレイルと慢性疾

患重症化予防対象の併存や、身体的フレイ

ルとフレイルの社会的側面との関連も同様

に検討した。関連性の検討には、一般化推

定方程式（負の二項分布、反復測定）を用

い、年齢、性別、Body mass index、チャー

ルソン併存疾患指数、測定回数で調整した

推定平均費用（増額）やオッズ比と95%信頼

区間を算出した。 

 

３．自治体の一体的実施報告書の総得点と

フレイル傾向、支援ツールによる事業対象

者割合との関連 

 

対象は１と同様であり、87自治体のデー

タを解析した。令和2年度から令和4年度の3

年間の実施報告書に基づき、一体的実施の

総得点を算出し、未実施自治体と３年間の

総点数を三分位による３群の計４群で比較

した。関連性の検討には、一般化推定方程

式（反復測定）を用い、年齢、性別、Body 

mass index、チャールソン併存疾患指数、

測定回数で調整したオッズ比と95%信頼区間

を算出した。 

 

ＣＣ．．研研究究結結果果    

１.質問票の妥当性の検証（JIHPOPにおける

フレイル傾向と介護費との関連） 

 

質問票４点以上のフレイル傾向を持つ

後期高齢者では、年齢や併存疾患状況と

は独立して医療・介護費が高額であり

｛調整コスト比（95%信頼区間）＝3.38

（2.96-3.86）｝、新規認定率が高かった

｛調整オッズ比（95%信頼区間）＝1.91

（1.81-2.01）｝（図１）。また、後期高齢

者の質問票の得点がより高い者ほど、高い

オッズ比やコスト比と有意な関連を示し、

時間経過との有意な交互作用が認められた。 

 

２.質問票の妥当性の検証（身体的フレイル

と低栄養・口腔機能低下・慢性疾患重症化

予防対象・フレイルの社会的側面と要介護
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新規認定の関連） 

 

KDB活動支援ツールにより抽出した身体的

フレイルと低栄養、口腔機能低下の併存状

況と要介護新規認定との関連を検討したと

ころ、年齢や併存疾患状況とは独立して併

存数が高いほど要介護の新規認定率が高か

った（図２）。また、身体的フレイルと慢

性疾患重症化予防対象との併存や、身体的

フレイルと社会的側面の併存も同様に要介

護新規認定の高いハザード比と関連した

（図２、３）。 

 

３．自治体の一体的実施報告書の総得点と

フレイル傾向、支援ツールによる事業対象

者割合との関連 

 

令和２年度から４年度にかけて、87自治

体の内、38%が一体的実施を未実施、16自治

体が令和4年度のみ実施、27自治体が令和3

年度から2年間の実施、17%が3年間実施して

いた。一体的実施を実施していない38%の自

治体と比較すると、実施自治体ではフレイ

ル傾向にある後期高齢者が少なく、時間経

過と有意な交互作用がみとめられた。一方

で、要介護新規認定率については、ストラ

クチャーシートの得点が高く一体的実施に

積極的に取り組んでいる自治体のほうがむ

しろ有意に高かった（図４） 

 

Ｄ．考察 

まず、後期高齢者の質問票（15問）にお

いては、多くの自治体で積極的に活用され

ており、その有用性も十分に確認できた。

そして、15問質問票のうち、４つ以上に悪

いデータが該当した場合、フレイル兆候を

持ち合わせてきている可能性が高いことも

確認できている。今回、本質問票を用いて評

価したフレイル状態は、要介護認定の予測に

加えて、特に介護給付費、医療費の増額と関

連した。さらに、身体的フレイルと口腔機能低

下、低栄養、フレイルの社会的側面が併存す

ることで要介護の新規認定率が高くなることも

明らかとなった。積極的な事業実施により、

フレイルの早期発見・予防が促進され、

課題を抱える高齢者を早期に特定し、適

切な支援につなげている可能性が示唆さ

れた。今後、保健指導と介護予防を一体

的に推進することで、多面的な課題を抱

える高齢者に対する医療・介護予防の効

果的かつ効率的な提供が期待される。 

Ｅ．結論 

本質問票を活用したフレイル状態の把握と

全身疾患状況を踏まえた、保健指導と介護予

防の一体的な取り組みは、多面的な課題を有

する高齢者への医療・介護予防の効果的・効

率的な提供等に寄与することが期待される。 
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